
在籍報告の前に必ずお読みください 

※適格認定（学業）の基準の詳細は、⽇本学⽣⽀援機構ホームページに掲載されています 

適格認定（学業・家計）について 

適格認定 

（学業） 

 
年度末に学校が実施 

 
給付奨学⾦の⽀給期間中は、毎年、年度末に適格認定（学業）を⾏います。下記

「廃⽌」「警告」の基準に該当しない場合は、「継続」の認定となります。適格認定
（学業）において「廃⽌」の認定を受けた場合は、給付奨学⽣としての⾝分を失
うだけでなく、授業料減免措置も受けられなくなり、場合によってはすでに⽀給
された給付奨学⾦の返還を求められることがあります。こうした事態にならない
よう、給付奨学⽣としての⾃覚を持ち、より⼀層勉学に励むよう⼼掛けてくださ
い。 
 
■廃止（以下のいずれかに該当する場合） 

（1）修業年限で卒業できないこと（卒業延期・留年）が確定した場合 

（2）修得単位数の合計数が標準単位数（※１）の 5 割以下の場合 
（3）出席率が 5 割以下など、学修意欲が著しく低いと大学が判断した場合 

（4）連続して「警告」に該当した場合（※２） 
 
※１ 標準単位数＝（卒業要件単位数）÷4 ×（在学年数） 

    1 年次⽣：31 単位 2 年次⽣：62 単位 3 年次⽣：93 単位 
 

■警告（以下のいずれかに該当する場合） 
（1）修得単位数の合計数が標準単位数の 6 割以下の場合 

（2）GPA（※３）が所属する学科・類の下位 1/4 に属する場合 

（3）出席率 8 割以下など、学修意欲が低いと大学が判断した場合 
（「廃⽌」の基準の（2）（3）に掲げる基準に該当するものを除く） 

 
※２ 「警告」となった場合、翌年度は給付奨学⾦・授業料減免の⽀援が継続されますが、 

翌年度も成績が向上せず、翌年度末に再度「警告」の認定となった場合は、 
給付奨学⾦・授業料減免の⽀援が「廃⽌」となります 

 ※３ GPA は、単年度の学業成績により算出し、判定する。 
 

適格認定 

（家計） 
 

毎年夏頃に⽇本 
学⽣⽀援機構が実施 

 
毎年、前年の経済状況に応じた⽀援区分の⾒直しが⾏われます。 

■2022 年 10 ⽉〜2023 年 9 ⽉の⽀援区分：2021 年 1〜12 ⽉の状況により決定 
■2023 年 10 ⽉〜2024 年 9 ⽉の⽀援区分：2022 年 1〜12 ⽉の状況により決定 

⽀援区分には第Ⅰ区分・第Ⅱ区分・第Ⅲ区分がありますが、⾒直しの結果 
⽀援区分の変更がある場合は、10 ⽉以降の 1 年間の給付奨学⾦⽉額・授業料減免
額が変更となります。各⾃、適格認定（家計）の結果をスカラネットパーソナル 
（https://scholar-ps.sas.jasso.go.jp/mypage/）から確認してください。 
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https://www.jasso.go.jp/shogakukin/oyakudachi/sukara_ps/edit.html

※在留資格の変更がある方のみ

※通学形態の変更がある方のみ


